
固
定
資
産
税
・

都
市
計
画
税
の

納
税
通
知
書
を
発
送

　
納
税
通
知
書
と
一
緒
に
発
送

し
た
課
税
資
産
明
細
書
に
は
、

課
税
し
て
い
る
固
定
資
産
税
の

内
容
を
記
載
し
て
い
ま
す
の
で

ご
確
認
く
だ
さ
い
。
な
お
第
１

期
の
納
期
限
は
４
月
30
日
で
す
。

■
固
定
資
産
税
の
縦
覧

▽
期
間　

４
月
30
日
ま
で
の
午

前
８
時
30
分
～
午
後
７
時
。

▽
場
所　
資
産
税
課
（
市
役
所

２
階
）。

▽
縦
覧
で
き
る
事
項　
土
地
価

格
等
縦
覧
帳
簿
（
所
在
・
地
番
・

地
目
・
地
積
・
価
格
）、
家
屋

価
格
等
縦
覧
帳
簿
（
所
在
・
家

屋
番
号
・
種
類
・
構
造
・
床
面
積
・

価
格
）。

　
土
地
の
所
有
者
は
土
地
の
、

家
屋
の
所
有
者
は
家
屋
の
縦
覧

帳
簿
を
縦
覧
で
き
ま
す
。
た
だ

し
、
償
却
資
産
を
除
き
ま
す
。

▽
対
象　
市
内
に
あ
る
土
地
や

家
屋
に
対
し
て
固
定
資
産
税
が

課
税
さ
れ
る
人
、
そ
の
委
任
を

受
け
た
人
（
委
任
状
必
要
）、

納
税
管
理
人
な
ど
。

▽
費
用
（
手
数
料
）　

無
料
。

た
だ
し
、
複
写
の
交
付
は
で
き

ま
せ
ん
。

▽
持
ち
物　
印
鑑
（
ゴ
ム
印
不

可
）・
運
転
免
許
証
な
ど
本
人

確
認
が
で
き
る
書
類
、
委
任
状

（
代
理
人
や
法
人
の
場
合
）。

▽
そ
の
他　
自
己
の
資
産
が
記

載
さ
れ
た
固
定
資
産
課
税
台
帳

は
、
縦
覧
期
間
中
に
限
り
無
料

で
閲
覧
で
き
ま
す
（
複
写
代
は

１
枚
10
円
）。

問
資
産
税
課
☎（
632
）２
２
４
３

あ
な
た
の
税
が
未
来
を
拓ひ

ら

く

市
町
村
税
滞
納
ぼ
く
滅
月
間

　
納
税
の
公
平
と
税
収
の
確
保

を
図
る
た
め
、
５
月
ま
で
を
市

町
村
税
滞
納
ぼ
く
滅
月
間
と
し

て
、
県
内
一
斉
に
徴
収
の
強
化

に
取
り
組
み
ま
す
。

　
期
限
を
過
ぎ
て
も
納
付
が
な

い
場
合
は
、
差
し
押
さ
え
や
公

売
な
ど
の
滞
納
処
分
を
行
い
ま

す
。
事
情
が
あ
る
場
合
は
、
早

め
の
相
談
を
お
願
い
し
ま
す
。

　
皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
は
、

市
民
サ
ー
ビ
ス
を
充
実
さ
せ
る

た
め
に
欠
か
せ
な
い
財
源
で

す
。
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願

い
し
ま
す
。

問
納
税
課
☎（
632
）２
１
９
８

公
的
年
金
な
ど
か
ら
の

市
民
税
・
県
民
税
の

引
き
落
と
し

　
平
成
26
年
度
の
市
民
税
・
県

民
税
が
年
金
か
ら
引
き
落
と
し

（
特
別
徴
収
）
と
な
っ
て
い
る

人
は
、
平
成
27
年
度
の
公
的
年

金
な
ど
に
か
か
る
市
民
税
・
県

民
税
は
年
６
回
（
４
月
か
ら
翌

年
２
月
）
に
分
け
て
年
金
か
ら

引
き
落
と
し
と
な
り
ま
す
。

■
４
～
８
月
は
仮
徴
収　
今
年

２
月
の
引
き
落
と
し
税
額
と
同

額
を
、
４・
６・
８
月
支
給
の
年

金
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
引
き
落
と
し

ま
す
。

　
こ
れ
は
市
民
税
・
県
民
税
の

税
額
の
決
定
が
６
月
に
な
る
た

め
、
暫
定
的
に
引
き
落
と
す
も

の
で
す
。

■
10
月
～
平
成
28
年
２
月
は
本

徴
収　
公
的
年
金
な
ど
に
か
か

る
税
額
か
ら
仮
徴
収
税
額
を
差

し
引
い
た
残
り
の
額
を
、
10
・

12
月
、
平
成
28
年
２
月
支
給
の

年
金
か
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
３
分
の

１
ず
つ
引
き
落
と
し
ま
す
。

　
仮
徴
収
と
本
徴
収
の
合
計
で

納
付
が
完
了
し
ま
す
。

問
市
民
税
課
☎（
632
）２
２
０
９

平
成
27
年
度
か
ら

前
納
報
奨
金
制
度
を
廃
止

　

給
与
や
年
金
か
ら
市
民
税
・

県
民
税
が
引
き
落
と
し
（
特
別

徴
収
）
と
な
っ
て
い
る
人
は
前

納
報
奨
金
制
度
を
利
用
で
き
な

い
こ
と
な
ど
か
ら
、
こ
の
制
度

を
廃
止
し
ま
し
た
。

▽
内
容　

第
１
期
の
納
期
内

に
、
全
期
分
を
一
括
納
付
し
た

場
合
に
交
付
す
る
前
納
報
奨
金

制
度
の
廃
止
。

▽
対
象　
個
人
市
民
税
・
県
民

税（
普
通
徴
収
）、固
定
資
産
税・

都
市
計
画
税
、
国
民
健
康
保
険

税
。

問
税
制
課
☎（
632
）２
１
８
４
、

保
険
年
金
課
☎（
632
）２
３
０
９

ご
存
じ
で
す
か

市
民
税
・
県
民
税
の

家
屋
敷
課
税
・
事
業
所
課
税

　
本
市
以
外
の
市
区
町
村
で
住

民
税
（
市
区
町
村
民
税
・
都
道

府
県
民
税
）
が
課
税
さ
れ
て
い

る
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す

る
人
は
、
道
路
の
管
理
や
ご
み

収
集
、
小
中
学
校
の
運
営
、
消

防
・
救
急
な
ど
の
行
政
サ
ー
ビ

◎家内労働委託状況届の提出は 4月 30日まで　家内労働者へ内職などを委託している事業主は、家内労
働法による委託者になりますので、委託状況届の提出が必要です。これは毎年 4 月 1 日現在の家内労働
者数などについて、労働基準監督署を経由して栃木労働局に届け出るものです。詳しくは、栃木労働局労
働基準部賃金室☎ (634)9109 または最寄りの労働基準監督署にお問い合わせください。

税

大谷石を住宅や店舗に
利用した費用を補助します

▽対象の建物　戸建て住宅・事務所・店舗など。
賃借物件の場合、貸主から模様替えなどの許
可を得ていれば可。
▽対象　平成 27 年４月 1 日以降に、大谷石を
内外装材として、住宅＝５平方メートル以上、
事務所・店舗など＝ 10 平方メートル以上の面
積に利用した人。塀や蔵は不可。
▽補助額　大谷石工事費の 30 パーセント。上
限は、住宅＝ 10 万円、事務所・店舗＝ 30 万円、
１平方メートル当たり工事単価 3 万 8,000 円。
▽その他　大谷石工事着工前に申請を行って
ください。また、施工後の写真を大谷石のＰ
Ｒに使用する場合があります。詳しくは、市

をご覧になるか、産業政策課☎（632）2427
へお問い合わせください。
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ス
を
受
け
て
い
る
こ
と
か
ら
、

本
市
に
お
い
て
市
民
税
・
県
民

税
の
課
税
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

　
①
家
屋
敷
課
税
＝
市
内
に
本

人
か
家
族
が
住
む
た
め
の
住
宅

が
あ
る
市
外
へ
の
単
身
赴
任
者

な
ど
②
事
業
所
課
税
＝
市
内
に

事
業
を
行
う
た
め
の
事
務
所
や

事
業
所
が
あ
る
市
外
居
住
の
事

業
主
な
ど
。

　

該
当
す
る
場
合
は
、
市
民

税
課
（
市
役
所
２
階
）
で
早

め
に
申
告
を
し
て
く
だ
さ
い
。

▽
税
額　
住
民
税
の
均
等
割
５

７
０
０
円
（
市
民
税
３
５
０
０

円
＋
県
民
税
２
２
０
０
円
）。

問
市
民
税
課
☎（
632
）２
２
１
６

産
休
育
休
代
替

非
常
勤
嘱
託
員

（
保
健
師
）
募
集

▽
勤
務
期
間　
６
月
２
日
～
平

成
28
年
10
月
31
日
。

▽
勤
務
時
間　
午
前
９
時
～
午

後
５
時
、
週
５
日
。

▽
勤
務
場
所　
姿
川

（
西
川

田
町
）。

▽
職
務
内
容　
健
康
相
談
・
幼

児
健
診
・
健
康
教
育
な
ど
。

▽
応
募
資
格　
パ
ソ
コ
ン
の
基

本
操
作
が
で
き
、保
健
師
免
許・

普
通
自
動
車
免
許
を
有
す
る
人
。

▽
採
用
人
数　
１
人
。

▽
賃
金　
月
額
18
万
５
０
０
０

円
。

▽
選
考　
書
類
選
考
・
面
接
。

▽
申
込　
５
月
８
日
ま
で
に
、

履
歴
書
・
保
健
師
免
許
証
の
写

し
を
お
持
ち
の
上
、
直
接
、
姿

川

☎（
645
）４
５
３
５
へ
。

市
民
税
・
県
民
税

賦
課
事
務
補
助

臨
時
職
員
を
募
集

▽
勤
務
期
間　

４
月
27
日
～
５

月
13
日
の
う
ち
、10
日
程
度（
土

日
、
祝
休
日
に
出
勤
の
場
合
あ

り
）。

▽
勤
務
時
間　
午
前
８
時
30
分

～
午
後
５
時
15
分
。

▽
勤
務
場
所　
市
民
税
課
。

▽
職
務
内
容　

書
類
の
封
入
・

点
検
作
業
な
ど
。

▽
応
募
資
格　
書
類
点
検
・
確

認
作
業
に
慣
れ
て
い
る
人
。

▽
採
用
人
数　
10
人
程
度
。

▽
賃
金　
日
額
６
１
０
０
円
。

交
通
費
別
途
支
給
（
日
額
上
限

８
８
０
円
）。

▽
選
考　
書
類
選
考・面
接（
４

月
下
旬
）。

▽
申
込　

４
月
18
日
ま
で
に
、

電
話
で
、
市
民
税
課
☎（
632
）２

２
２
１
へ
。

◎若年求職者バウチャー（職業訓練利用券）の利用者を募集　▽対象　45 歳未満の求職者▽内容　キャ
リアカウンセリングにより、職業訓練の必要性が認められた場合、訓練費用の２分の１（上限 7 万 5,000 円）
を助成するバウチャーの交付を受け、民間職業訓練を受講▽その他　雇用保険における教育訓練給付金制
度の支援が受けられないなど、いくつかの要件あり。問とちぎジョブモール☎ (623)3226

雇
　
用

平成 27年度宇都宮市職員採用試験日程
　職員採用試験案内は、人事課（市役所 4 階）、
総合案内（市役所 1 階）、各 ・ ・ ・ など
で配布しています。職種や採用予定人数、申し込
み方法など、詳しくは、各採用試験案内をご覧く
ださい。同一申込期間内の併願はできません。ま
た、採用は平成 28 年 4 月 1 日の予定です。

※1の試験区分における土木・建築などの職種は、
高校または大学などで当該技術に関する専門科目
を履修していることが必要です。
※ 2資格職とは、保育士・保健師・獣医師などの
ことです。
問人事課☎（632）2074

試験区分 受験資格 試験案内の配布・
申込期間

試験日 試験内容
1次 2次 3次 1次 2次 3次

※1
Ⅰ類 ( Ａ )

昭和 61 年 4 月 2日～
平成６年 4 月 1日に生
まれた人

4 月８～27日 5 月 17 日
（日） 6 月下旬 8 月上旬

教養試験
集団面接

個人面接
適性検査
作文試験
健康調査

個人面接
集団討論

※2
資格職 詳しくは採用試験案

内をご覧ください

自己アピール
採用

昭和 61 年 4 月 2日～
平成６年 4 月 1日に生
まれた人

書類試験
集団面接

※1
Ⅰ類 ( Ｂ )

昭和 50 年 4 月 2日～
昭 和 61 年 4 月 1 日
に生まれた人

5 月 15 日～
6 月 3 日

6 月 21 日
（日） 8 月下旬 10 月下旬 教養試験

集団面接

※1
Ⅱ類

平成６年 4 月 2 日～
平成 10 年 4 月 1 日
に生まれた人

８月 10 日～
９月３日

9 月 27 日
（日）

10 月中旬 11 月中旬 教養試験
集団面接※２

資格職 詳しくは採用試験案
内をご覧ください

身体障が
い者を対
象とした
採用
（一般行政）

Ⅰ類
昭和 61 年 4 月 2日～
平成６年 4 月 1日に生
まれた人 11 月中旬 －－－

教養試験
個人面接
適性検査
作文試験

個人面接
健康調査 －－－

Ⅱ類
平成６年 4 月 2 日～
平成 10 年 4 月 1 日
に生まれた人

税
・産
業・雇
用
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求
職
者
の
た
め
の

就
職
支
援
セ
ミ
ナ
ー

▽
日
時　

４
月
21
日（
火
）・
22

日（
水
）、
午
前
10
時
～
午
後
４

時
。
全
２
回
。

▽
会
場　
中
央

（
中
央
１
丁

目
）。

▽
内
容　
求
職
活
動
の
心
構
え

や
進
め
方
、
自
己
分
析
、
応
募

書
類
の
書
き
方
、
筆
記
試
験
対

策
、
面
接
指
導
な
ど
。

　
希
望
者
に
は
、
別
日
程
で
個

別
に
キ
ャ
リ
ア
カ
ウ
ン
セ
リ
ン

グ
を
実
施
。

▽
対
象　
市
内
に
在
住
か
通
勤

し
て
い
る
、
正
規
労
働
者
を
目

指
す
求
職
者
。

▽
定
員　
先
着
10
人
。

▽
申
込　

電
話
ま
た
は
は
が

き
・
フ
ァ
ク
ス
（
郵
便
番
号
・

住
所
・
氏
名
・
年
齢
・
電
話
番

号
を
明
記
）
で
、
〒
320-

8540
市

役
所
商
工
振
興
課
☎（
632
）２
４

４
６
、
（
632
）５
４
２
０
へ
。

図
書
館
雑
誌

ス
ポ
ン
サ
ー
募
集

▽
期
間　
決
定
し
た
翌
月
～
平

成
28
年
３
月
。

▽
内
容　
図
書
館
の
閲
覧
用
の

雑
誌
の
購
入
費
を
負
担
し
、
そ

の
雑
誌
の
最
新
号
カ
バ
ー
に
ス

ポ
ン
サ
ー
名
と
広
告
を
、
雑
誌

本
体
に
ス
ポ
ン
サ
ー
名
を
掲
載
。

▽
応
募
資
格　

企
業
・
商
店
・

団
体
な
ど
。
個
人
は
不
可
。

▽
費
用　
該
当
雑
誌
の
年
間
購

入
費
。
年
度
末
に
一
括
振
り
込

み
。

▽
審
査　
応
募
企
業
・
団
体
お

よ
び
広
告
内
容
。

▽
そ
の
他　
各
図
書
館
に
置
い

て
あ
る
申
込
書
（
図
書
館

w
ww.lib-utsunom

iya.jp

か

ら
も
取
り
出
し
可
）
に
必
要
事

項
を
書
き
、
広
告
図
案
・
会
社

概
要
を
添
え
て
、
直
接
ま
た
は

郵
送
（
簡
易
書
留
）
で
、
〒
320

-

0845
明
保
野
町
７

－

57
、
中
央

図
書
館
☎（
636
）０
２
３
１
へ
。

随
時
募
集
。

ひ
と
り
親
家
庭
の
人
へ

４
月
か
ら
対
象
資
格
・

給
付
金
支
給
額
が
拡
大

1
高
等
職
業
訓
練
促
進
給
付
金

▽
対
象
資
格　

現
行
の
看
護

師
・
介
護
福
祉
士
・
保
育
士
・

理
学
療
法
士
・
作
業
療
法
士
の

他
、
養
成
機
関
に
お
い
て
２
年

以
上
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
修
業
が

必
要
な
国
家
資
格
（
言
語
聴
覚

士・理
容
師・美
容
師
な
ど
）や
、

そ
れ
に
準
ず
る
市
が
認
め
る
資

格
。

2
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金

▽
支
給
額　
受
講
料
の
５
割
相

当
の
額
（
上
限
25
万
円
、
下
限

１
万
１
円
）。

■
対
象　
市
内
在
住
の
ひ
と
り

親
家
庭
の
母
ま
た
は
父
。2
は
、

医
療
事
務
や
介
護
職
員
初
任
者

研
修
な
ど
、
雇
用
保
険
制
度
の

教
育
訓
練
給
付
の
対
象
講
座
の

受
講
を
、
４
月
１
日
以
降
に
開

始
す
る
人
な
ど
。

■
そ
の
他　
申
し
込
み
に
は
、

事
前
相
談
（
予
約
制
）
が
必
要

で
す
。
対
象
な
ど
、詳
し
く
は
、

子
ど
も
家
庭
課
☎（
632
）２
３
８

９
へ
。ひ

と
り
親
家
庭
の
た
め
の

介
護
職
員
初
任
者
研
修

▽
期
日　
５
月
24
日
～
12
月
20

日
の
土
・
日
曜
日
。
全
24
回
。

▽
会
場　
パ
ル
テ
ィ
と
ち
ぎ
男

女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー
（
野
沢

町
）
他
。

▽
内
容　
介
護
職
員
初
任
者
研

修
課
程
の
講
義
、
演
習
、
実
習
。

▽
対
象　
市
内
在
住
の
ひ
と
り

親
家
庭
の
母
、
父
ま
た
は
寡
婦

で
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
に
従
事
す

る
こ
と
を
希
望
し
、
全
課
程
修

了
で
き
る
人
。

▽
費
用　
約
６
０
０
０
円
（
教

材
費
）。

▽
選
考　
面
接
。

▽
申
込　

４
月
14
日
ま
で
に
、

電
話
で
、
県
ひ
と
り
親
家
庭
福

祉
連
合
会
☎（
665
）７
８
０
１
へ
。

問
子
ど
も
家
庭
課
☎（
632
）

２
３
８
６

◎学生向け就活セミナー　▽日時　① 4 月 10 日（金）② 4 月 24 日（金）、午後 1 時 30 分～ 3 時 30 分▽
会場　中央  ▽内容　①マナー実践講座②グループディスカッション実践講座▽対象　高等専門学校・
短期大学・大学・大学院などの学生または卒業後３年以内の人▽定員　①先着６人②先着 15 人。問宇都
宮新卒応援ハローワーク☎ (678)8311

雇
　
用

産
　
業

■固定資産税の家屋課税　10 平方メート
ル未満の建物の新築・増築については、建
築確認申請は必要ありませんが、課税要件
である「土地への定着性」「外気分断性」「用
途性」を満たしている場合、課税の対象と
なります。
　周壁のないカーポートや、ブロックを４
隅に置き、その上に載せたような基礎のな
い設置方法の物置の場合、外気分断性や土
地への定着性がないと見なし、課税対象に
ならない場合があります。
問資産税課☎ (632)2253、特別収納対策
室☎ (632)2239

徴
収
担
当 

ニ
ャ
ン
ニ
ャ
係
長

　
固
定
資
産
税
の
家
屋
課
税
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